
別紙（第７条関係）

号

元 年 11 月 20 日

名護市長 渡具知　武豊

1 入札に付する事項

円 ※消費税率10％適用

担当課16

15

令和元年11月29日 (金)

令和元年11月28日 (木)

入札関係：名護市工事契約検査課

工事関係：建設土木課

工事内容に関する
質問締切日

指名通知日

質問に対する回答

免除

令和元年11月29日 (金)正午12時

入札保証金

契約保証金

申請書提出期限

13

14

工事名

工事の種類

施工場所

工期

概要

大北１号線道路改良工事（その１）

土木一式工事

名護市　大北　地内

契約締結日の翌日（又は契約締結日）～令和2年2月14日

入札日時

入札場所

予定価格
（消費税込み）

最低制限価格

道路改良工事　一式

令和元年12月2日 (月)午前10時

名護市役所　第３会議室

設定する

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項及び名護市公募型指名競争入札実施要綱
（平成24年告示第106号）に基づき、公募型指名競争入札を実施するため、次のとおり公告しま
す。

6,831,000

118名護市公告第

令和

1

2

名護市公募型指名競争入札の実施について

7

8

契約額の10分の１以上。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

令和元年11月27日 (水)正午12時

3

4

5

6

9

10

11

12

1



2 入札参加資格要件

次に掲げる事項の全てを満たしていなければなりません。

3 配布資料

名護市公募型指名競争入札の実施について（公告文）

公募型指名競争入札参加申請書

入札心得

入札書

質問書

特記仕様書、積算説明（参考）

位置図、図面

数量計算書、工期算定表

注意事項(再度入札について)

名護市入札における最低制限価格に関する要綱

最低制限価格設定例

4 提出書類

①

②

③

④

⑤

⑨

⑥

⑦

⑧

⑪

⑩

⑮

⑫

   本案件は土木工事Ｃ級業者に対し11月8日付け公告を行ったが、入札参加申請業者が
入札執行可能規定数に達しなかったため入札不調となったものである。そのため、土木
工事業者Ｃ級業者のうち前回申請した業者及び今年度工事を受注中の業者並びに土木工
事業者Ｂ級全業者を対象として再度公告する。本案件を受注しても土木工事Ｂ級の落札
制限の対象としない。

⑭  　参加申請締切日において、法令・条例等に違反したことにより行政機関等から行政処
分、行政指導等が行われている工場等に施工業者としてかかわっている者でないこと。

　入札日において有効な総合評定値通知書（いわゆる経審）を受けている者であるこ
と。

　地方自治法施行令第167条の４（一般競争入札の参加者の資格）に規定する者に該当し
ない者であること。

　公告日の３カ月前から入札日までの間に不渡り等を生じていない者（前号に該当する
ものを除く。）であること。

⑩

⑪

⑬

「建設業法に基づく主任技術者となり得る国家資格取得者（1・2級土木施工管理技
士、1・2級建設機械施工技師又は技術士）」

　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続又は民事再生法平成11年法律第
225号）に基づく再生手続中の者でないこと。

⑨

　入札日までの間に、名護市指名停止等事務処理要綱に規定する指名停止の措置を受け
ていない者であること。

　名護市指名停止等事務処理要綱による警告等を受けた者であって、当該警告等に基づ
き要求された内容を履行中の者でないこと。

　入札参加資格に基づく改善要求を受けた者であって、当該要求内容が改善されていな
い者でないこと。

⑥

⑦

⑧

名護市の土木一式工事Ｂ級又はＣ級に登録されている者であること。

  今年度（平成31年4月1日から令和元年12月2日の入札日までの間）に本市発注の土木一
式工事を受注した者ではないこと。

  前年度繰越により継続して本市発注の土木一式工事を施工中の者ではなこと。ただ
し、入札日の前日までに完成検査済みの者は除く。

④

　下記の資格を有する技術者を配置でき、また、当該技術者と３カ月以上の雇用関係が
あること。

⑤

③

　名護市内に本店を有する者であること。①

② 　建設業法第３条第１項の規定による建設業の許可を受けていること。
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　公募型指名競争入札参加申請書（様式第３号）

⑴

⑵

⑶

5 指名通知予定日

6 落札者の決定に関する事項

①

　入札後、落札候補者の順位を決定し、当該落札候補者の提出書類を確認します。
当該落札候補者の提出した書類が上記２に掲げる入札参加資格要件を欠いた場合又は書類に虚
偽の記載を行っていると判断した場合は、当該落札候補者を失格とし、次の順位の者の提出書
類を確認します。
　入札参加資格要件審査通知書を受けた者のうち、不服のある者については、説明の申し立て
を市長に対して行うことができます。説明の申し立てを行う者は、指定する日までに書面（任
意）により、担当課まで提出してください。

配置予定技術者の雇用確認ができる書類

資格者証の写し

③

②

　配置予定技術者に係る書類

専任技術者証明書(建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14号)様式第８号)の写し

  上記４の書類を提出後、入札参加資格要件を満たすものについては令和元年11月28日 (木)に
指名通知を、入札参加資格要件を満たさない者については、その理由を付した非指名通知書を
送付します。

　配置予定技術者に手持工事が有る場合は、ＣＯＲＩＮＳの工事カルテ受領書及び受注
時又は変更時工事カルテの写し（ＣＯＲＩＮＳ登録していない場合は、契約書の写し）

  次に掲げる書類を令和元年11月27日正午12時までに工事契約検査課へ提出してください。当
該期限を過ぎて提出のあった者については受付を行いません。
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